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序　文

我が国の下水道普及率は50％を越えるまでになりましたが、地域

間の整備格差の是正をはじめ、なお多くの課題に直面しています。

このため、平成8年度を初年度とする第8次下水道整備五箇年計

画では、普及の後れている中小市町村を中心とした整備の促進や、

総合的な雨水対策、閉鎖性水城での高度処理の推進、処理水・汚泥

・下水熱等の利用、ネットワークとしての下水道管渠の活用など各

種の施策を積極的に展開することとしています。こうした数多くの

課題に的確に対応するためには、各分野での必要な技術の開発と事

業への導入が益々麓要になっています。

本機構は平成4年9月28日に設立以来下水道事業がかかえている

多様な課規を解決するため、下水道に係わる新技術の研究及び開発

を行い、下水道事業の効率的かつ円滑な推進を図るペく新しい技術

の研究・開発に取り組んでまいりました。

平成7年度の研究課題は、継続課題を含めて、公的機関からの新

技術活用モデル事業である「焼却灰を原料にした園芸用人工培土の

製造の実用化研究」他52課題、民間企業から「光ファイバーケーブ

ル対応型下水遺管渠資材の開発」他13課題、固有研究3課題の合計

70課題の調査研究及び審査証明3課題を実施しました。

本書は1、地方公共団体との受託研究の『下水処理水の海洋放流に

関する研究』についてその概要を報告するものであります。

この報告書が実務の中で積極的に活用されることを願う次第です。

財団法人　下水道新技術推進機構

理事長盈　山　　谷
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下水処理水の海洋放流

に問する研究

は じ め に

東京湾、伊勢湾、瀬戸内海など、富栄養化

防IL対策が課題となっている海域では、窒素

・リンに係る排水基準に加え、環境基準が設

定され、今後は下水処理場から海域に放流さ

れる処理水の水質レベルや処埋技術について

検討する必要が生じてきた。また、これら海

域の水域内人口は数千万人規模になり、関連

する下水処理場も多数にのぼる。

従って、今後の高度処理の導入など下水道

整備を進めていくうえで、処理水を放流する

海域の総合的な環境を考慮して、最良の方策

を選択していく必要がある。

本調査は、このような背景から海域に放流

する下水処理場のあり方について、多様な視

点から検討することを目的に実施するもであ

る。

研 究 内 容

本調査は図一1に示す海域を調査対象海域



とし、平成5年度から7年度の3

カ年にわたって実施したもので、

最終年にあたる本年度は、5、6

年度の調査結果、課題を踏まえ、

以下の項目について検討した。

①下水道管きょの管径、放流位置

等をもとに、下水処理水を放流

する際の方式を設定し、その方

式で放流した場合の施設建設

②窒素・リンに関する高度処理の

特徴・処理成績を整理、東京湾

放流の場合の処理レベル設定と

施設建設

③商度処理および海洋放流を実施

した場合の東京湾における水質

の改沓効果と海洋放流における

水質変化

（弟東京湾内で海洋放流あるいは商

臆処理実施に伴う負荷濃の削減

が湾内の生物および生産巌に与

荒

える影響、放流海域に処理水を放流するこ

とによるNP濃度やNP比の変化が動植物

プランクトンに与える影響

⑤栄養塩物質濃度の商い下水処理水を漸羊放

流した場合に予想される基礎生産促進にと

もなう海洋の二酸化炭素吸収能促進の機構

研究結果

［放流のための技術的検討】

神奈川県から千葉県にかけての東京湾の23

処理場（総処理水量約1，135万d／日）、茨城県

鹿島灘沖沿岸の4処理場（総処理水量約76

万d／日）を対象に処理水量を海洋放流するた

めの方式を検討した。

図…2　東京湾のボックス分割

放流口は海岸線から5～20km、水深100～

200mの範囲に設定、海底地形を考慮して、

鴨川沖、三浦半島沖、鹿島港沖、阿字ケ浦沖

の4か所の放流口の位置を決定した。各処理

場は管きょで直線的に結ぶこととし、この場

合、神奈川、東京、千葉分は管きょ延長約

298kmとなり、そのうち約50％以上が5，000mm

の管径になる。また、茨城分は管きょ総延長

約61kmで、全てが管径1，500mmとなる。

［栄養塩の収支］

東京湾に流入するNPの負荷量は、海洋放

流を実施した場合、2次処理水を放流した場

合と比べ、N：40％、P：43％除去されたこ

とになる。

高度処理および海洋放流の実施による水質



図－3　窒素及びリンのボックス別比較図（ボックス1

改善効果を評価するため、東京湾を10ボック

スに分割し、数値シミュレーションを用いで

検討した（図－2）。

図－3に示すようにNPともに漕廃部の上

層で効果が大きい傾向が見られ、海洋放流し

た場合のほうが窒素、リン濃度とも最も低く

なった。

［生物および生産量への影響］

東京湾では海洋放流による淡水流入登の減

少により、湾中央部表層において0．6％。程度

の塩分の上昇が予想されるが、生物への影響

はほとんどない。また、放流海域では放流水

（淡水）の影響で鴨川沖で流下方向に20kmの範

囲において1％0の塩分低下が見られる。放流

海域にみられる魚種はいわし等のプランクト

ン食性魚中心であり、塩分適用範囲は概ね1

％0である。従って1％0以上の塩分低下が考え

られる範囲内では魚介類への何らかの影響が

ある。

栄養塩（NP）については、東京

湾では流入負荷量が昭和30年代後

半から40年代前半のレベルにまで

減少し、それに伴い水質改善が期

待できるが、ノリについては、濃

度低下によって生産量の減少、品

質低下の影響を受ける。放流海域

ではNPの増加分に対応し、植物

プランクトンの増加、それに伴い

食性とするいわし等の生産量も増

加する。

［ニ酸化康素の収支］

放流口設置水沫180mとした場

合、基礎生産によっで固定された

二酸化炭素は分解により再循環に

：上層）国　ず海底に沈降し、堆積劉こよ

り水中から除去され、現行の基礎生産蛍の約

15％が固定される。一方、大気から海洋へと

吸収される二酸化炭素巌は、基礎生産濃の約

2％である。また、栄養塩漉臆のL昇にとも

ない基礎生産濠も同襟度増加し、二酸化炭素

の固定濠も増加する。

まとめと今後の課題

平成7年度は前年度までの検討結果を受け

て、放流のための技術的検討、下水処理場の

処理レベルの検討、海洋放流に伴う東京湾お

よび放流海域での水質環境改善効果、生物お

よび生産への影響、栄養塩物質・二酸化炭素

の収支等により概略の検討を行った。これら

は幾つかの過程を用いてかなり限定した検討

といえる。今後はより具体的な検討ケースを

設定して、各検討項目について詳細なケース

スタディを行う必要がある。
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